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平成30年の地方からの提案等に関する対応方針（抄） （平成30年12月25日 閣議決定）

【放課後児童クラブに関わるものの抜粋】

６ 義務付け・枠付けの見直し等
【厚生労働省】
（３）児童福祉法（昭22法164）

（ⅰ） 放課後児童健全育成事業（６条の３第２項及び子ども・子育て支援法（平24法65）59条５号）に
従事する者及びその員数（34条の８の２第２項）に係る「従うべき基準」については、現行の基準
の内容を「参酌すべき基準」とする。

なお、施行後３年を目途として、その施行の状況を勘案し、放課後児童健全育成事業の質の
確保の観点から検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

＜参考＞ 平成29年の地方からの提案等に関する対応方針（抄）(平成29年12月26日 閣議決定)

６ 義務付け・枠付けの見直し等
【厚生労働省】
（３）児童福祉法（昭22 法164）

（ⅲ） 放課後児童健全育成事業（子ども・子育て支援法（平24 法65）59 条５号及び児童福祉法６条の３第２項）に従事する者及
びその員数（児童福祉法34 条の８の２第２項）に係る「従うべき基準」については、子どもの安全性の確保等一定の質の担
保をしつつ地域の実情等を踏まえた柔軟な対応ができるよう、参酌化することについて、地方分権の議論の場において検
討し、平成30 年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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<主な基準> ※職員のみ従うべき基準（他の事項は参酌すべき基準）

○ 専用区画（遊び・生活の場としての機能、静養するための
機能を備えた部屋又はスペース）等を設置

○ 専用区画の面積は、児童１人につきおおむね1.65㎡以上

○ 放課後児童支援員を、支援の単位ごとに２人以上配置（う
ち１人を除き、補助員の代替可）

○ 放課後児童支援員の資格は、保育士、社会福祉士等（「児
童の遊びを指導する者」の資格を基本）であって、都道府
県知事が行う研修を修了した者

※ 平成32年３月31日までの間は、都道府県知事が行う研修を修了した者
に、修了することを予定している者を含む

○ 土、日、長期休業期間等（小学校の授業の休業日）
→ 原則１日につき８時間以上

○ 平日（小学校授業の休業日以外の日）
→ 原則１日につき３時間以上

※ その地方における保護者の労働時間、授業の終了時刻等を考慮して
事業を行う者が定める

○ 原則１年につき250日以上

※ その地方における保護者の就労日数、授業の休業日等を考慮して、
事業を行う者が定める

○ 一の支援の単位を構成する児童の数（集団の規模）は、
おおむね40人以下

○ 支援は、留守家庭児童につき、家庭、地域等との連携の下、
発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、児
童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の
確立等を図り、もって当該児童の健全な育成を図ることを目
的として行わなければならない

支援の目的（参酌すべき基準）（第５条）

職員（従うべき基準）（第10条） 開所日数（参酌すべき基準）（第18条）

開所時間（参酌すべき基準）（第18条）

児童の集団の規模（参酌すべき基準）（第10条）

設備（参酌すべき基準）（第９条）

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第63号） 概要

○ 非常災害対策、児童を平等に取り扱う原則、虐待等の禁止、衛生管理等、運営規程、帳簿の整備、秘密保持等、苦情への対応、
保護者との連絡、関係機関との連携、事故発生時の対応 など

その他（参酌すべき基準）
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平 成 3 １ 年 ３月
内閣府地方分権改革推進室

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律案（第９次地方分権一括法案）の概要

改正内容

施行期日 ⑴ 直ちに施行できるもの → 公布の日 ⑵ ⑴に依り難い場合 → ⑴以外の個別に定める日

第９次地方分権一括法案

「提案募集方式（※地方の発意に根差した取組を推進するため、平成26年から導入）」に基づく地方からの提案について、「平成30年の地
方からの提案等に関する対応方針」（平成30年12月25日閣議決定）を踏まえ、都道府県から中核市への事務・権限の移譲や
地方公共団体に対する義務付け・枠付けの見直し等の関係法律の整備を行う。

【13法律を一括改正】

Ａ 都道府県から中核市への事務・権限の移譲 （１法律）

Ｂ 地方公共団体に対する義務付け・枠付けの見直し等（12法律）

・ 介護サービス事業者の業務管理体制の整備について、届出・立入検査等に係る事務・権限を都道府県から中核市へ移譲
（介護保険法）

・ 幼保連携型認定こども園の保育教諭の資格要件等を緩和する特例の延長
（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律、教育職員免許法）

・ 公立大学法人が、設立団体の長の認可を受けて、大学業務及び当該業務に附帯する業務に該当しない土地等を貸し付ける
ことを可能に（地方独立行政法人法）

・ 公立社会教育施設（博物館、図書館、公民館等）について地方公共団体の判断により、教育委員会から首長部局へ移管する
ことを可能に（社会教育法、図書館法、博物館法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律）

・ 放課後児童健全育成事業に従事する者及びその員数の基準について、従うべき基準から参酌すべき基準に見直し
（児童福祉法）

・ 指定管理鳥獣捕獲等事業の従事者が、一定数量の火薬類を都道府県公安委員会の許可なく譲り受けることを可能に
（火薬類取締法）

・ 都道府県建築士審査会の委員任期について、都道府県が条例で設定できるよう見直し（建築士法）

・ 食品の特別用途表示の許可申請に係る都道府県経由事務の廃止（健康増進法）

・ 建設業の許可申請等に係る都道府県経由事務の廃止（建設業法）

調整中
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